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平成２２年第１回奥多摩町議会定例会会議録

（予算特別委員会）

平成２２年３月１６日　開会

平成２２年３月１８日　閉会

西多摩郡奥多摩町議会事務局

平成２２年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録

１．平成22年３月16日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席委員は、次のとおりである。

　　第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし

４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　田中　國雄君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　若菜　伸一君　　　総務課長　　武内　新三君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　大野　　尚君

　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君

水道課長　　加藤　桂三君　　　教育課長　　井上　永一君　

病院事務長　　原島　　肇君
　　　　　　　

平成２２年第１回奥多摩町議会定例会
予算特別委員会議事日程［第１日］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年　３月１６日
午後１時４５分　開会・開議
	日程
	議案　番号
	事　　　　件　　　　名
	結　果

	１
	―――
	委員長開会・開議宣告
	―――

	２
	―――
	日程の決定について
	決　定　

	３
	―――
	町長あいさつ
	―――

	４
	議案第23号
	平成22年度奥多摩町一般会計予算
	―――

	５
	議案第24号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	―――

	６
	議案第25号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	―――

	７
	議案第26号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	―――

	８
	議案第27号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算
	―――

	９
	議案第28号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	―――

	10
	議案第29号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	―――

	11
	議案第30号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	―――

	12
	議案第31号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	―――


（午後４時45分散会）
午後１時45分　開会・開議

○委員長（小林　　勤君）　これより予算特別委員会を開会・開議します。
　本委員会の委員長を私、小林が、そして副委員長を原島　伸行議員が務めますが、委員各位のご協力をよろしくお願い申し上げます。
　では、進めさせていただきます。
　本日の出席委員は13名です。

　本特別委員会の日程につきましては、本定例会の会議予定表のとおり進めたいと思いますので、委員会条例並びに会議規則の規定に基づき合理的、かつ、能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。
　なお、本日の日程はお手元に配布のとおりであります。
　次に、本特別委員会の開会にあたり町長よりあいさつがあります。河村町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　３月５日、開会されました平成22年第１回定例会で設置されました予算特別委員会が今日から開会されるわけでございますけれども、私の方から提案いたしました平成22年度の一般会計予算55億9,000万円、前年に比べて0.1％の減であります。そのほか特別会計、あるいは企業会計、計９会計の予算案を提案させていただいております。総額では93億3,697万9,000円ということで、前年度に比べて2.1％の増でありますけれども、平成22年度の４月１日から水道の一元化が始まりまして、４月1日以降、都営水道になりますので、水道会計予算につきましては平成21年度で終了ということになります。

また、一般会計予算の55億9,000万円の主な歳入でございますけれども、再三にわたってお話しておりますように、東京都の支出金が22億5,329万5,000円と、前年度は38.5％を占めておりましたけれども、今年度はさらに40.3％を占めるという状況でございます。その22億5,329万5,000円のうち、市町村総合交付金につきましては12億円ほどを予定しております。

次に、２番目の貴重な収入であります地方交付税につきましては12億7,000万円ということで、前年とほぼ同額でございます。前年度は22.2％、今年度につきましては22.7％という状況でございます。

それから私どもの町の基本の税であります住民皆様、あるいは企業の皆様から頂戴いたします町税につきましては８億7,587万6,000円ということで、前年度は17.2％を占めておりましたけれども、経済の状況等を踏まえ約3,300万円の減額を行いまして15.7％という状況でございます。

もう既にご承知のように、国におきましては92兆2,992億円、4.2％の政府予算が組まれ、現在、衆議院を通過し、ほぼ３月中に自然成立をするということで、22年度の政府予算が出発する予定でございます。再三にわたってお話し申し上げておりますけれども、その92兆2,992億円のうちの約44兆円が借金であります。この辺を今後どのように解決していくのかな、というふうに危惧しているところでございます。

特に今回の一般会計の中には、民主党のマニフェストであります子ども手当の額につきましては満額予算計上しております。しかし、６月に出発をするということで準備をしておりますけれども、この辺は遺漏なきように進めていきたいというふうに思っているところでございます。
一方、東京都の一般会計予算につきましては６兆2,640億円ということで、5.1％の減額予算であります。一般歳出につきましては前年度より増額しており、それぞれの市町村に対する財源手当、また、東京都におきましては首都のライフライン、特に道路整備については実行していくんだということで投資的経費も減額せずに予算計上しております。

私どもの町が東京都に予算に対し一番注視をしていた部分につきましては、既に何回かお話し申し上げておりますように、先ほど収入の中で22億5,329万5,000円の中のほぼ50％以上を占める市町村総合交付金の動向でございました。お陰さまで東京都の原案の中では前年に比べて10億円の増加によりまして、435億円の市町村総合交付金が議案として今、議会に提案され審議をしているところでございます。私どもの町にとってはまだインフラの整備、あるいは少子高齢化を含めた町独自の政策等を実行し、町の中で住民の人たちが安全で安心して、また、この町の従来から持っている良さを誇りにしながら生活をしていただくというためには、新しい事業も実行してまいりたい。その原資、あるいは裏付け財源になるのが、幸いにいたしまして東京都の中の自治体である町として市町村総合交付金の恩恵が大きいところでございます。
特に平成22年度の新しい事業としては、少子化対策を含めた部分として新しい予算を提案させていただいております。少子化対策につきましては、ヒブワクチンの予防接種、あるいは小・中学生の通学費の２分の1の助成、また、入学進学時の小学校入学にあたっては２万円、中学校入学にあたっては４万円、高校入学にあたっては５万円の助成をし、新たな出発をするときの費用に充当していただきたいという予算も計上させていただきました。

また、従来から進めております、少子化対策のレベルアップ事業も幾つかあがっております。その大きな部分としては多子家庭による高校生の通学費、従来は２分の１の助成でございましたけれども、全額助成をしていきたい、また、多子家庭の２子目についても２分の１の高校の通学費を助成していきたい、ということで予算に盛り込ませていただきました。
いずれにいたしましても、町が抱えている、議員の皆様からいろんなご意見をいただいている部分で財源確保ができる、そういう見通しの中で平成22年度の55億9,000万円の予算を提案させていただいております。今後とも地域の皆さん、あるいは若者が定住化し、少しずつでも活性化を図っていくということが大切ではないかな、というふうに思います。かねてから私自身が申し上げておりますけれども、着実に財源確保し身の丈にあった財政運営を進めていきたい、というのが私自身が町長に当選して以来、一貫して皆様に訴えている内容でございます。たしかに突発的に大きな事業をするのは、それはある意味ではできないことはありませんけれども、そういうことをやることによって、果たして長期的にこの小さな町の行財政がもつのか、ということが一番大きな問題でございます。
今、一番大きな問題といたしましては下水道の整備でございます。ちょうど10か年計画の折り返しに入りまして、約72億円の事業費が半分消化しようとしております。現在の段階では、その建設費の半分を借金である起債で賄っていくという方法しかございませんので、そういう財源対策をして進めております。しかし、この起債である借金につきましても過疎対策特別措置法による交付税の７割算入、あるいは下水道債による50％算入等をあわせて、起債のうちの約半分を地方交付税で措置をしていただくという部分で運営をしてまいりたい、というふうに思っております。
と同時に、ここ数年来、一般会計の起債残高を見ていただくとわかるように、年々、起債の額が減ってきております。臨時特例債以外は投資的経費に対する起債は起こさず、それを東京都の市町村総合交付金に求めてまいりました。お陰さまで起債の元利償還については18％の許可をもらわなければ起債が起こせない、という部分については22年度以降については解消される見込みであります。そうかといって、許可をもらわなくていいから幾ら借金をしてもいいということではありませんので、これも長期見通しに立ちまして今後も財政運営をしてまいりたい、というふうに思っております。
９会計につきましては、以上申し上げましたように、いろんな住民のレベルアップ、あるいは社会的な基盤整備等を含めてご提案させていただいておりますので、予算特別委員会の中でご審議を賜りご決定をいただき、平成22年度の出発をさせていただきたいというふうに思っておりますのでよろしくお願い申し上げます。

○委員長（小林　　勤君）　以上で町長のあいさつは終わりました。
　これより審査に入ります。
　議題につきましては去る３月５日開会の平成22年第１回定例町議会第１日に予算特別委員会に審査が付託された、日程第４　議案第23号　平成22年度奥多摩町一般会計予算、日程第５　議案第24号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第６　議案第25号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第７　議案第26号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第８　議案第27号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算、日程第９　議案第28号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第10　議案第29号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第11　議案第30号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第12　議案第31号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上の９件であります。

　総括的な説明は本会議において副町長より行なわれておりますので、本日は各課長より所管の説明を求めます。
　なお、説明される各課長は自席で着席したまま簡潔に、また、特に新規事業や前年度と大きく変わっている点や要点をわかりやすいように説明願います。
　初めに、議案第23号　平成22年度奥多摩町一般会計予算の歳入について、まず住民課長より順次説明を願います。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　一般会計予算書の説明をさせていただきます。10ページをお開きください。

　平成22年度から財務会計システムの更新により、ご覧のように予算書の様式が変更になりました。内容的には歳入欄は以前と同様でございますが、歳出欄については財源内訳欄にどのような財源を充当しているかが記載されております。以前に比べてわかりやすくなっております。

　それでは歳入の款の１町税からご説明いたします。
　初めに、町税全体について説明させていただきます。
　個人町民税は所得税と違い、前年の所得を課税ベースにする翌年度課税であることから、翌年度から景気などによる影響が出てまいります。平成20年後半からの100年に１度といわれる景気の落ち込みがあったことから、人口の減少による納税者の減少があることにより、22年度により一層これが現れることから、個人町民税の落ち込みを見込んだところです。

　また、法人町民税については、グローバルではなく地域経済に根ざした企業であることから、羽村市のような急激な落ち込みはないと見込んでおります。
　固定資産税全体では土地評価額の下落、家屋の新築等の減少、新たな設備投資が少ない償却資産のため減少するものと見込んでおります。
　軽自動車税、たばこ税、鉱産税、入湯税の町税全体についても減少するものと見込んでおります。
　以上のことから、町税全体では８億7,587万6,000円で前年度比較マイナス3.7％、3,399万7,000円の減額となる８億円台の税収見込みとなっております。

　それでは10ページの個人町民税からご説明させていただきます。２億6,872万8,000円を計上し、前年度と比較いたしますと2,902万円、9.7％の減とするものです。現年課税分の普通徴収は7,799万8,000円と見込み、前年度比較で1,532万4,000円、16.4％の減となります。特別徴収は１億7,397万8,000円と見込み、前年度比較で1,400万7,000円、7.5％の減と見込みました。年金特徴は1,513万6,000円を計上いたしました。年金からの特別徴収については21年10月より開始となったことにより、この年金特徴分については今年度より１年間の課税額の計上となるところから、2.5％の増額を見込みました。滞納繰越分については161万6,000円、前年度比各で６万1,000円、3.6％の減を計上いたしました。

　法人町民税は2,282万円を見込み、前年度比較113万8,000円、4.8％の減を見込んでおります。均等割1,471万円、前年度比較89万円、6.4％の増、税割額810万9,000円、前年度比較202万8,000円、20％の減と見込み、計上いたしました。滞納繰越分については科目を設けるために1,000円を計上しております。

　個人と法人町民税の合計ですが、２億9,154万8,000円を計上し、前年度と比較しますと3,015万8,000円、9.4％の減額見込みとするものでございます。

　固定資産税については５億3,648万円を計上し、前年度より1,202万9,000円、2.2％の減となる見込みです。純固定資産税は交付金を除いた固定資産税ですが、３億6,751万7,000円を前年度比較で460万1,000円、1.3％の増と見込み計上しております。土地が１億673万8,000円、家屋は9,334万9,000円、償却資産は１億6,532万1,000円、滞納繰越分については210万9,000円を計上し、32万5,000円、18.2％の増を見込んでおります。

　国有資産等所在市町村交付金及び納付金につきましては１億6,773万5,000円を計上しております。前年度比較582万9,000円、3.4％の減となります。水道局分が１億3,842万1,000円、393万8,000円、2.8％の減、交通局分は2,892万4,000円で、前年度比較188万1,000円、6.1％の減、総務局分は39万円で、１万円、2.5％の減となります。これらの主な減額の理由は償却資産がマイナスとなったためでございます。

　軽自動車税ですが、1,138万2,000円で、前年度と比較して３万5,000円、0.3％の減を見込みました。現年度分で1,135万1,000円、前年度比較４万7,000円、0.4％の減とし、滞納繰越分３万1,000円、前年度比較で１万1,000円、55％の増をそれぞれ計上いたしました。

　11ページをお開きください。たばこ税ですが2,527万9,000円を計上いたしました。前年度比較で180万 4,000円、6.7％の減と見込んでおります。喫煙人口の減少などにより減額が続いています。なお、本年10月より改定される見込みです。この影響額はこの見込額に含んでおりません。

　鉱産税ですが、560万9,000円を計上し、前年度と比較しますと51万3,000円、8.4％の減となる見込みです。

　入湯税ですが、680万6,000円を計上いたしました。前年度と比較して25万8,000円、3.7％の減額見込となっております。施設数は前年度と同数で変わりませんが、宿泊施設13万1,000円の減、日帰り施設12万7,000円の減額見込となっております。

　以上で町税についての説明を終わります。
○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地方揮発油譲与税904万4,000円、次の自動車重量譲与税2,394万1,000円、次のページの地方道路譲与税300万円、次の利子割交付金335万7,000円、次の配当割交付金122万2,000円、次の株式等譲渡所得割交付金71万1,000円、次の地方消費税交付金6,860万4,000円、次の自動車取得税交付金1,248万7,000円、次の旧法による自動車取得税交付金1,000円は通知によるものです。

　13ページをご覧ください。

　地方特例交付金280万円、次の特別交付金57万円は通知によるものです。

　次の地方交付税は、普通交付税を11億5,000万円、特別交付税を１億2,000万円の合計12億7,000万円を見込んでおります。

　次の交通安全対策特別交付金320万円は通知によるものです。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に分担金及び負担金でございます。
　民生費負担金の前年度比333万円の減は、児童福祉費負担金の保育料負担金で措置児の減を見込み、保育料保護者負担金の減が主な理由で減額見込したものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　衛生費負担金162万3,000円、前年度比較185万円の減でございます。秋川衛生組合普通交付税配分金が21年度をもって起債償還が完了したため、公債費分がなくなり清掃費分のみとなっております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農林水産業費負担金につきましては廃目でございます。
○福祉保健課長（大野　　尚君）　次の児童育成費負担金は放課後児童健全育成事業の保護者負担金で、氷川学童保育会分を昨年と同額を見込んだものでございます。
○観光産業課長（加藤　博士君）　次に農林水産業使用料でございますが、1,043万8,000円を計上するもので、前年度比で91万5,000円の減額となっております。これは氷川漁業共同組合と小河内漁業共同組合の経営状態が悪く、毎年のように施設使用料の減免申請があるため、水産業の育成と支援の一環として３年間の施設使用料を免除し、経営を安定化していただくことによるものです。免除対象は栃寄と峰谷の養魚池となります。

　次に、15ページをお願いいたします。

　商工使用料でございますが3,667万円を計上するもので、前年度比278万4,000円の減額となっています。これは丹縄亭の指定管理初年度による施設使用料の全額免除によるものが主な要因になります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に土木使用料、対前年度比251万1,000円の増につきましては、町営海沢若者住宅がこの４月から入居されることによりまして、使用料の増を見込んだものでございます。

　次の道路・河川使用料は昨年同様の計上でございます。
○教育課長（井上　永一君）　16ページをお願いします。

　教育使用料でございますが、284万6,000円を見込んでおります。前年度比68万２,000円の増額となっております。これは美術館使用料で美術館入館料の増を見込んでおります。その他は前年度実績により計上しております。

○住民課長（浜野　武雄君）　総務手数料395万3,000円、これは前年度実績を勘案して計上しております。戸籍手数料６万8,000円の増、証明手数料万円の５万円の減、次のページをお開きください、閲覧手数料２万円の増、自動車臨時運行手数料１万5,000円の減でございます。

　次に衛生手数料1,571万6,000円、前年度比16万9,000円の減でございます。塵芥処理手数料16万6,000円の減、一般廃棄物許可手数料１万円の増、犬の登録手数料の１万3,000円の減でございます。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に、国庫支出金でございます。
　民生費国庫負担金の前年度比１億473万2,000円の増の１億7,897万4,000円は、社会福祉費負担金で国民健康保険事業費の保険基盤安定繰出金負担金130万円で、保険者使用料として国保会計へ繰り入れる額の２分の１の額を見込み、障害者自立支援事業費の自立支援給付費負担金は前年度と同額に見込み、自立支援対策臨時特例交付金は歳出の80ページでご説明申し上げますが、精神障害者交流スペース整備事業費及びオストメイト設置工事費等の経費10分の10の571万5,000円、障害者自立支援医療費給付費負担金の厚生医療費負担金246万円増を見込んだものでございます。

　次の児童福祉費負担金の保育所措置費は、前年度比283万2,000円減の2,447万5,000円は措置児の減を見込み、児童手当費153万9,000円は子ども手当の創設により平成22年２月・３月支払分までとなりますので、児童手当分の２か月分を見込んだものでございます。

　次の子ども手当費負担金は、新たに創設された子ども手当について平成22年４月から平成23年１月支払い子ども手当分を、国の費用負担割合案により算出された額１億1,519万9,000円を見込んだものでございます。内容等につきましては歳出の86ページでご説明申し上げます。

　19ページをお願いいたします。

　国庫補助金、民生費国庫補助金の前年度比68万9,000円の減は、障害者地域生活支援事業費で日常生活用具給付の減を見込んだものでございます。

　その他の難病患者等ホームヘルプサービス事業費、障害者自立支援事業費の補助金につきましては、前年度と同額を見込んでございます。
　次に、衛生費国庫補助金の疾病予防対策事業費等補助金81万5,000円は、昨年９月補正で対応いたしました、女性特有のがん検診推進事業費で、本年度は国の事業費見直しにより補助率２分の１を見込んでございます。なお、昨年度は10分の10でございました。

○総務課長（武内　新三君）　消防費国庫補助金は523万6,000円の計上でございます。耐震性貯水槽を町内２か所に計画をしております。

○教育課長（井上　永一君）　教育費国庫補助金でございますが、67万4,000円、前年度比4,136万2,000円の減額となっております。小学校費、中学校費補助金につきましては、特別支援教育就学奨励費補助金が、国の制度として新たに制度化されたことにより増額されております。また、21年度で計上させていただいておりました給食費補助金が、給食センター工事の完了に伴いまして4,153万6,000円の減額となっております。

○住民課長（浜野　武雄君）　20ページをお開きください。

　総務費委託金７万4,000円、内訳ですが外国人登録事務委託金、自衛官募集事務費１万2,000円の増でございます。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次の民生費委託金は、特別児童扶養手当の事務費を前年度と同額を見込んでございます。
○住民課長（浜野　武雄君）　国民年金費委託金11万1,000円の減でございます。前年度実績によるものでございます。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に、都支出金でございます。
　民生費都負担金の前年度比786万7,000円増の１億651万1,000円は、主なもので21ページの地域自殺対策緊急強化基金事業負担金21万1,000円は、平成10年に自殺者数が３万人を超え、以降、高い水準で推移しています。この自殺のサインに気付き支援につなぐゲートキーパーを養成する講習会費10分の10を新たに見込むもので、他の事業につきましては前年度同様に見込んでおります。

　21ページの中ほどの児童福祉費負担金では、保育所措置費が措置児の減を見込み、前年度比141万6,000円減の1,223万7,000円、児童手当費負担金が子ども手当の創設により平成22年２月・３月支払分となりますので、児童手当分の２か月分を見込んだもので、前年度比584万5,000円減の104万円、児童育成手当費が前年度比37万2,000円減の979万2,000円、22ページの子ども手当費負担金は新たに創設された子ども手当について、平成22年４月から平成23年１月支払い子ども手当分を、都の費用負担割合案により算出した額2,130万9,000円を見込んだものでございます。

　その他、21ページ上段の国民健康保険の保険基盤安定繰出金、後期高齢者医療制度の保険基盤安定繰出負担金、在宅心身障害者負担金、障害者自立支援事業に伴う都の負担金につきましては前年度同様に見込んでおります。内容につきましては説明欄のとおりでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に土木費都負担金1,953万9,000円、前年度比523万5,000円の増は地籍調査の面積の増によるもので、川井地区全域が完了する見込みです。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費都補助金、市町村総合交付金12億円は前年度に比較して3,000万円増を見込んでおります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、総務管理費補助金1,000万円につきましては、補助率２分の１で日向人道橋設置工事を予定しております。歳出では55ページで計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の公共施設調整交付金１億6,332万4,000円は、水道局からの交付金で小河内浄化センター分と覚書分です。

　次の伐木事業補填収入850万9,000円は、都水源林事務所からの交付金です。

　23ページをご覧ください。

　電源立地地域対策交付金1,020万円は、前年とほぼ同額を計上しております。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次の民生費都補助金、前年度比129万2,000円減の１億562万8,000円は、23ページから25ページの社会福祉費補助金につきましては、説明欄のそれぞれの事業に充当する補助金を前年度同様に見込んでおります。

25ページ中ほどから26ページの児童福祉費補助金につきましても、説明欄のそれぞれの事業に充当する補助金を前年度同様に見込んでおります。

　26ページ中ほどから27ページの衛生費都補助金、前年度比94万6,000円増の1,398万6,000円は、医療保健政策包括補助事業補助金の中で、新たに昨年12月補正で対応いたしました少子化対策事業費のヒブワクチン接種費を本年度も補助率２分の１を見込み、感染症予防対策事業費も肺炎球菌ワクチン予防接種費を、歳出の93ページでご説明申し上げますが、65歳以上の高齢者を対象に新たに見込んだ事業費で補助率２分の1を見込んでおります。

　また、説明欄一番下の歳出94ページの健康増進法事業費を新たに見込んでおります。

　その他の事業につきましては、説明欄のとおり前年同様に見込んでおります。
○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費補助金、犬ねこ等公示事務費1,000円でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、農林水産業費都補助金でございますが、１億2,919万7,000円を計上するもので、前年度比4,357万円の減額となっています。節の農業費補助金につきましては、2,199万4,000円を計上し、対前年度比4,473万7,000円の減額となっていますが、19年の台風災害によるワサビ田復旧が終了したことによる普及事業費がなくなったことによるもので、他の補助につきましては前年並みの金額を見込んでいます。

　節の林業費補助金の松くい虫駆除対策事業費とシカ被害対策事業費につきましては、対前年度比で22万4,000円の増額となっておりますが、事業内容の変更はございません。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の都補助林道開設事業、都補助林道開設事業補助金補助率10分の10につきましては、西川線林道の開設工事で6,700万円の見込を計上しております。

　次に都補助林道改良（舗装）事業費、都補助林道改良（舗装）につきましては、補助率10分の７でございまして、君平線林道の改良及び熊沢線林道の改良を予定しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の商工費都補助金でございますが、3,232万1,000円を計上するもので、前年度比2,546万5,000円の増額となります。増額の主な理由でございますが、地球温暖化対策等推進補助金を新たに設けたことによるものでございます。この事業は都の10分の10の補助金を活用して、もえぎの湯のボイラーを木質バイオマスボイラーとするための設計を行なうために、また、川乗山登山口に小型水力発電施設を設置し、併せてトイレを設置する事業への補助金でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に土木費都補助金、前年度比1,765万円の増につきましては、２分の１の市町村土木補助事業で、説明欄にあります４件の道路整備で事業範囲の拡大によるものでございます。

　次の緊急雇用創出事業臨時特例補助金300万円につきましては補助率10分の10で、歳出では132ページで掲載しております町道の清掃を予定しております。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費都補助金ですが、59万円、前年度比44万9,000円の増額となっております。中学校費補助金で21年度では補正予算で計上させていただきましたが、外部指導員導入促進補助事業補助金を計上させていただいたものです。これは公立中学校で部活動の指導者がいないことで部活動が休部、廃部となることを防止するため、外部指導員を導入した際の補助金となります。

○住民課長（浜野　武雄君）　総務費委託金3,076万2,000円、前年度比52万5,000円の減でございます。内訳についてですが、徴税費委託金250万4,000円の減で886万5,000円でございます。都税取扱事務費の減については、所得変動に伴う都税分がなくなったことが主な理由でございます。

　次のページの戸籍住民基本台帳費委託金8,000円の減で、９万8,000円を計上しております。前年度実績によるものでございます。

○総務課長（武内　新三君）　次に、選挙費委託金は1,676万9,000円の計上で、都知事選挙、参議院議員選挙費委託金でございます。

　次の統計調査費委託金は503万円の計上で、説明欄にあります調査費委託金でございます。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に民生費委託金の社会福祉費委託金、前年度比13万円増の393万2,000円は、説明欄の心身障害者扶養共済事務費と31ページの知事の権限に属する事務の市町村処理に伴う事務費交付金を新たに見込み、その他は説明欄の事業に対する事務費の交付金で前年度同様でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　31ページの農林水産業費委託金でございますが、都民の森の管理運営費として6,423万7,000円を計上するもので、前年度比９万8,000円の減額となりますが、都より示された金額でございます。

　次の商工費委託金でございますが、山のふるさと村管理運営委託金と河川清掃などの委託金として１億4,284万4,000円を計上するもので、前年度比76万3,000円の増額となりますが、都より示された金額でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に土木費委託金1,885万8,000円で、対前年度比44万2,000円の増につきましては、前年度実績による都委託金の内容でございまして、説明欄にもございます奥多摩周遊道路の管理委託を予定しております。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費委託金でございますが、6,720万6,000円、前年度比438万8,000円の増額となっております。これは社会教育費委託金の水と緑のふれあい館運営事業費の増額が主なものでございます。歳出事業費の支出見込額の増額により東京都との協定により増額となるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産貸付収入3,658万3,000円は、前年度に比較して2,175万3,000円の増となっておりますけれども、貸地料に記載のあります旧地上権の昭石、ワサビ田等の貸地料2,304万円の新規の契約が主なものでございます。

　次の利子及び配当金84万3,000円は、説明欄にあります積立基金の利子を計上しております。

　33ページをご覧ください。

　不動産売払収入1,000円は科目措置でございます。

　次の一般寄付金10万円、次の指定寄付金170万円は、前年度と同額を見込んでおります。

　次の繰入金のうち老人保健特別会計繰入金1,000円、次のページの介護保険特別会計繰入金2,000円、次の後期高齢者特別会計繰入金50万円は、それぞれ科目措置でございます。

　次の財政調整基金繰入金500万円は、財政調整によるものでございます。

　次の公共施設整備基金繰入金6,500万円、次の教育文化振興基金繰入金240万円、次の減債基金繰入金5,000万円、次の観光施設等整備基金繰入金500万円は、それぞれ説明欄に記載の事業に基金を充当するものでございます。

　35ページをご覧ください。

　繰越金1,500万円は前年度と同額を計上しております。

　次の諸収入のうち延滞金20万1,000円、次の町預金利子14万1,000円は、それぞれ見込額を計上しております。

　次の民生費貸付金元利収入192万3,000円は、平成19年の台風災害貸付金の償還金でございます。

　次の森林再生事業受託収入１億8,122万6,000円は、東京都の受託収入でございます。

　次の巨樹・巨木林調査データ整備受託収入55万円は、巨樹・巨木の会からの受託収入でございます。

　次の花粉症発生源対策事業受託収入１億1,295万9,000円、次の農作物有害鳥獣対策受託収入900万円は、それぞれ説明欄記載の東京都からの受託収入を計上してございます。

　次の森林セラピー事業受託収入1,000円、次の弁償金5,000円は、それぞれ科目措置でございます。

　次の実費徴収金2,491万1,000円は、37から38ページにかけて説明欄に記載の施設の電気料、保険料、借地料等の実費徴収金を計上しております。

　38ページをご覧ください。

　コミュニティ助成事業助成金90万円は、宝くじの助成事業でございます。

　次の過年度収入2,000円は科目措置でございます。

　次の市町村振興宝くじ収益配分金1,500万円は、前年実績を計上しております。

　次の雑入516万1,000円は、次の39ページ説明欄に記載の事業収入をそれぞれ見込んだものでございます。

　39ページをご覧ください。

　東京都市町村自治調査会助成金250万円は、市町村自治調査会助成事業で、説明欄に記載のございます事業を行うものでございます。

　次の家具転倒防止事業助成金147万6,000円は、東京都市長会、町村会からの助成金の事業でございます。

　次の多摩島しょ子ども体験塾助成金は廃目となり、上記に記載の東京都市町村自治調査会助成金の多摩島しょ地域力の向上事業助成金に移行となります。
　次の臨時財政対策債２億円は、前年度と同額を見込んでおります。これは地方交付税の不足分を借り受けるもので、次年度以降に地方交付税に算入される部分でございます。
　以上で歳入の説明を終わります。
○委員長（小林　　勤君）　総務課長。
○総務課長（武内　新三君）　40ページから歳出の説明に入りますが、その前に大変申しわけございませんが、予算書説明欄に記載ミスが数箇所ございますので、この後、各事業の説明の際、担当課長より説明させていただきますので訂正をよろしくお願いしたいと思います。

　それでは、初めに人件費について総括的に説明をさせていただきます。
予算書179ページの給与費明細書をご覧ください。

　初めに特別職になります。本年度の欄でございますが、長等は２人で、給与費のうち給料1,609万2,000円、期末手当612万2,000円、地域手当161万円、退職手当負担金418万4,000円、一つあけまして共済費475万9,000円、合計で3,276万7,000円でございます。

　議員は14人で報酬5,172万円、一つあけまして期末手当1,363万1,000円、三つあけまして共済費803万9,000円、合計で7,339万円でございます

　その他は743人で、報酬4,351万3,000円、合計額も同額でございます。

　計で職員数759人、報酬9,523万3,000円、給料1,609万2,000円、期末手当1,975万3,000円、地域手当161万円、退職手当負担金418万4,000円、一つあけまして共済費1,279万8,000円、合計１億4,967万円でございます。

　下段の比較の欄でございますが、長等の給料43万2,000円の減につきましては、報酬の引き下げ、期末手当186万円の減につきましては期末手当の支給月数の減、地域手当37万3,000円の減は支給率の減、退職手当負担金418万4,000円の増は、21年度まで共済費に一括計上しておりましたが、22年度から給与費のその他の手当に計上したための増でございます。共済費384万9,000円の減は退職手当負担金をその他の手当に計上したための減でございます。合計で233万円の減でございます。

　議員の期末手当123万9,000円の減は支給月数の減によるものでございます。

　その他の職員数46人の減は選挙及び統計調査委員数の減、報酬125万6,000円の増は国勢調査員報酬の増となります。

　次のページをお願いいたします。
　一般職になります。
　本年度の欄でございますが、職員数82人、一つあけまして給料３億2,967万4,000円、職員手当３億1,707万4,000円、一つあけまして共済費9,932万5,000円、合計で７億4,607万3,000円でございます。

　３行目の比較の欄でございますが、職員数１人の増は上水道事業の開始に伴う増、給与費のうち給料49万円の減は給与改定、人事異動等による減、職員手当6,397万3,000円の増は退職手当組合負担金を共済費から職員手当に計上したための増、共済費の8,164万9,000円の減は退職手当組合負担金を職員手当に計上したための減が主な理由となります。

　次に職員手当の内訳ですが、地域手当720万6,000円の減は支給率の減によるもの、超過勤務手当167万円の減は選挙執行手当の減、期末勤勉手当1,557万3,000円の減は支給月数の減、退職手当組合負担金8,482万4,000円の増は共済費から職員手当への予算組み替えによる増、児童手当177万円の減、子ども手当494万円の増は子ども手当制度新設に伴う増減となります。

　次に、181ページから186ページまでは付属資料となりますので、ご参照いただきたいと思います。

　以上で給与費明細書の説明を終わります。
　予算書の40ページにお戻りください。

○委員長（小林　　勤君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。よって、２時55分から再開といたします。

午後２時42分　休憩

午後２時55分　再開

○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き予算特別委員会を再開します。
　議案第23号　一般会計予算、歳出の款01議会費の説明から行います。議会事務局長。

○事務局長（田中　國雄君）　それでは予算書の40ページをお開き願います。

　歳出となります。
　議会費の比較の欄の592万7,000円の増の内訳でございますが、議会児事務局費で38万円の減、次のページの議会運営費で630万7,000円の増となっております。主な内容でございますが、議会事務局費の減は職員の人件費分でございます。また、議会運営費の増の主なものは15工事請負費の議場内音響設備改修工事分となっております。

　議会費は以上でございます。
○総務課長（武内　新三君）　43ページをお願いいたします。

　総務費の一般管理費は２億2,633万円の計上で、対前年度比1,042万7,000円の減となります。特別職２名、職員18名の人件費が主なものでございます。

　45ページをお願いいたします。

　職員研修費は280万3,000円で、市町村職員研修所への負担金が主なものとなります。

　職員福利厚生費は63万2,000円で、職員互助組合への交付金となります。

　庁舎管理費は2,504万6,000円で、庁舎維持管理経費の計上となります。

　次のページになります。
　文書管理費は1,344万1,000円で、経常経費の計上でございます。

　次のページをお願いいたします。
　広報費は1,046万8,000円で、広報公聴の経常経費の計上となります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次のページの財産管理費は36万3,000円で、需用費と使用料等でございます。

　次の会計管理費98万円は、主に事務費でございます。

　次の財産管理費1,683万2,000円は、11の需用費から14の使用料及び賃借料までは経常的な経費で、15の工事請負費は記載のとおりでございます。

　49ページをご覧ください。

　企画費のうち01企画費１億4,920万3,000円は、前年に比べ１億６万4,000円の増となっておりますが、これは19負担金・補助及び交付金の一番下に記載のあります、水道一元化に伴う施設整備負担金の１億円が増が要因です。なお、この１億円は３か年計上し、合計で３億円を水道局に負担するものでございます。

　次のページの02企画事業費65万9,000円は、行政改革推進委員会の関連の予算でございます。

　次の地域交流事業費は中国淳安県訪日に伴う予算で、今年度は訪日の年ではありませんので廃目となります。
○総務課長（武内　新三君）　51ページをお願いいたします。

　電子計算管理費は4,918万3,000円で、電算システムの維持管理経費の計上でございます。

　電子計算開発費は6,976万2,000円の計上で、プログラムの改修、電算システム共同化に伴う構築委託料が主なものとなっております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地域振興費のうち、次のページの01コミュニティ施設管理費46万円は、地域集会施設の建物災害共済保険料でございます。

　次の02コミュニティ施設整備事業費1,664万3,000円は、寸庭集会所の建設に伴う管理業務委託料と工事費が主なものでございます。

　次の03地域振興対策事業費764万6,000円は、身近なまちづくり推進事業に伴う関連費用でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　53ページをお開きください。

　出張所費629万9,000円、これは職員１名分の給与他でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の基金運用費のうち01財政調整基金費766万8,000円、次の02減債基金費6,023万4,000円、次の03公共施設整備基金費2,758万1,000円は、それぞれ基金積立でございます。

○総務課長（武内　新三君）　54ページをお願いいたします。

　車両管理費は1,987万4,000円で、庁用車の維持管理経費の計上でございます。

　次のページをお願いいたします。
　交通安全対策費は232万2,000円で、説明欄にあります補助事業が主なものとなります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の交通安全施設等整備事業費2,390万円につきましては、日向人道橋の設計管理及び歩道設置工事で、下部工事が主なものでございます。

○総務課長（武内　新三君）　56ページをお願いします。

　防犯対策費は371万2,000円で、防犯灯電気料自治会補助金が主なものとなります。

　次に、防犯施設整備費は48万9,000円で、防犯灯整備工事が主なものとなります。

○住民課長（浜野　武雄君）　15諸費、01町税過年度還付金90万円、02その他歳入の過年度還付金5万円、前年度並で見込んでおります。

　57ページをお開きください。

　税務総務費5,876万3,000円、職員人件費６名分他でございます。

58ページ、賦課徴収費914万9,000円、前年度に比べまして758万7,000円の増でございます。平成24年度土地評価替に伴う委託料及び土地公図の電子化に伴う委託料、賃借料が増額となったためでございます。

59ページをお開きください。

戸籍住民基本台帳費3,294万6,000円、前年度に比べまして514万8,000円の増額でございます。人件費３名分と戸籍電算システムの入れ替えに係る経費を計上しております。

○総務課長（武内　新三君）　60ページをお願いいたします。

　選挙管理委員会費は934万7,000円で、選挙管理委員会の運営経費でございます。

　次のページをお願いいたします。
　選挙啓発費は13万5,000円で、明るい選挙推進委員の活動経費となります。

　次のページをお願いいたします。
　東京都知事選挙費は561万8,000円で、平成23年４月22日、任期満了となります都知事選挙の執行経費となります。

　次のページをお願いいたします。
　参議院議員選挙費は1,115万1,000円で、平成22年７月25日、任期満了となります参議院議員選挙の執行経費となります。

　次のページをお願いいたします。
　農業委員会委員選挙費、都議会議員選挙費、次のページになります、衆議院議員選挙費は、廃目になります。
　65ページをお願いいたします。

　統計調査総務費は２万円で、統計協会費の計上でございます。
　指定統計費は501万6,000円で、次のページになります経済センサス調査費まで各統計調査費の計上でございます。

○事務局長（田中　國雄君）　監査委員費でございますが、比較の欄の33万6,000円の減につきましては、職員の人件費分でございます。67ページまでのその他の内容につきましては、前年とほぼ同様の内容になっております。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に、民生費でございます。
　社会福祉費総務費の前年度比3,055万6,000円の増額は、70ページの国民健康保険事業費繰出金が主なものでございます。

　68ページの社会福祉総務費は人件費でございます。

　次の社会福祉委員費と69ページの民生委員推薦会費は、例年どおり予算計上するものでございます。本年度は民生・児童委員が11月30日をもって任期３年を迎える年にあたり、今後引き続きお願いする方やご事情で退任する方など、町の推薦会を経て東京都の社会福祉審議会の意見を聞いて東京都が国に推薦し、厚生労働大臣が委嘱することとなります。

　次の民生・児童委員協力員事業費は、民生・児童委員が欠員となっている地区の民生・児童委員の活動に協力する方の報酬費などでございます。
　次の行旅死亡人取扱費と保護司活動費は、例年どおり予算計上するものです。
　70ページの社会福祉協議会補助事業費の前年度比47万6,000円減額は、委託料の人件費が主なもので、人件費１名分と事業費分で昨年同様でございます。

　次の年末援助費から災害救済資金貸付事業費までは、例年と同様に見込んでおります。
　70ページ下段から71ページにかけて、国民健康保険事業費の前年度比3,084万6,000円の増額は、繰出金の国保会計事業勘定繰出金が主なもので、これは平成22年度前期高齢者交付金が、平成20年度の当該交付額の確定により、概算交付額と確定交付額の差額を平成22年度の概算交付額から差引かれ約7,000万円減額となるため、それを補填したものでございます。その他は職員３名分の人件費を前年度と同様に見込んだものでございます。

　71ページ下段の福祉集会所維持管理費と72ページの成年後見制度事業費は、前年度同様に見込んだものでございます。

　72ページの福祉サービス第三者評価事業費は、ハッピーメイク白寿の外部評価を前年と同様に見込んだものでございます。

　次の生活安定応援事業費は、平成20年８月１日より保健福祉センター内に設置した生活安定応援窓口の消耗品費等を見込んだものでございます。

　次に、老人福祉費の前年度比2,321万6,000円の増額は、76ページの高齢者在宅サービスセンター事業費と、77ページの後期高齢者医療制度事業費が主なものでございます。

　73ページをお願いいたします。

　老人保健事業費は、老人医療特別会計が後期高齢者医療の創設により平成22年までとなることから、委託料で都国保連社保支払基金手数料１万円を見込んだものでございます。

　次の高齢者自立支援日常生活用具給付事業費から74ページ上段の町単独老人福祉給付事業費は、例年どおり実施している事業で、高齢者への各種支援事業を実績により前年同様に見込んだものでございます。

　次の高齢者外出支援サービス事業費の備品購入費310万円は、昨年度も１台購入し更新いたしましたが、社会福祉協議会へ委託実施の外出支援サービスで運行している車両で、平成13年に町で購入したワゴン車が走行距離も10万ｋｍを超え、走行に不安を感じるようになったため利用者の安全を確保し、サービスの充実を図るため新車の購入を見込んだものでございます。

　次の高齢者福祉地域支援事業費は、前年度と同様に見込んでございます。
　次の老人保健特別会計繰出事業費は、老人保健特別会計への繰出金でございますが、過年度分の医療給付分と医療費分の町負担分を見込んだものでございます。
　次の高齢者緊急通報システム事業費は、報償費が地域活動協力員160名分、役務費と備品購入費は新規設置分を13件見込んでございます。

　75ページをお願いします。

　高齢者火災安全システム事業費は、新規の設置を13台と見込み計上してございます。

　次の介護保険サービス等在宅低所得者利用負担助成事業費は、例年どおり見込んでございます。
　次の低所得者高齢者在宅生活支援事業費は、前年度と同様に見込んだもので、昨年度より町独自の制度として住民税非課税世帯に属する高齢者の経済的負担の軽減を図り、保健・医療・福祉サービスの促進と在宅での生活の継続を支援していくことを目的に、居宅で生活されている方を対象に、介護保険の受給者状況により高齢者在宅生活支援助成金を毎年１回、年度末に支給する事業となります。
　次の介護保険特別会計繰出事業費は、介護給付費の町負担分12.5％分と地域支援事業費町負担分他、人件費等、一般管理費等の繰り出しを見込んだものでございます。

　次の老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業費は、例年どおり計上で見込んでございます。
　次の介護予防ケアマネジメント事業費の前年度比161万5,000円の減額は、平成18年度から始まった地域包括支援センターで行う事業で、ケアプランの作成のための介護支援専門員等の臨時職員の賃金で、１名減員するものが主なもので、その他では３台分のパソコン使用料とシステムパッケージ購入を見込んだものでございます。

　76ページの老人援護費は、養護老人ホームの措置費１名分を見込んでおります。

　次の高齢者サービス総合調整事業費は、養護老人ホームへ入所する際の調整チーム委員の報償費でございます。
　次の福祉モノレール等整備事業費の前年度比260万円の増額は、在宅高齢者の支援を図るため福祉モノレール整備と歩道などへの手摺の設置など、人にやさしい道づくり整備事業費の増額が主なもので、例年どおり実施してまいります。

　次の高齢者在宅サービスセンター運営事業費の前年度比1,258万9,000円の増額は、保健センター内の高齢者在宅サービスセンターで、平成10年の開設から10年以上経過し、設備の老朽化により事業を運営する上で支障を来たしているため、施設改修工事が主なもので、役務費は高齢者在宅サービスセンターと白丸の森の時計の建物火災保険料、委託料は白丸の森の時計分として浄化槽保守点検業務他、指定管理者制度に基づく委託料を例年どおり見込んだものでございます。

　77ページの後期高齢者医療制度事業費は、昨年度まで葬祭費につきましては町の単独事業として葬祭費助成実施要綱に基づき１人５万円の対象者分を、負担金・補助及び交付金に計上していましたが、平成22年度からは葬祭費給付事業については広域連合の給付事業となり、このため葬祭費の財源は保険抑制の考えを踏襲し、保険料でなく区市町村の分担金で負担することとなりましたので、後期高齢者医療特別会計へ計上いたしました。繰出金は、奥多摩町後期高齢者医療特別会計への一般会計からの繰出金として、１億1,989万9,000円を見込んだものでございます。詳しくは特別会計でご説明いたしますが、項目といたしましては療養給付費繰出金、保険基盤安定繰出金、事務費繰出金、保険料軽減措置繰出金、健康診査費繰出金、葬祭費繰出金でございます。
　次の心身障害者福祉費の前年度比197万9,000円の増額は、79ページの障害者自立支援事業費が主なものでございます。

　次の心身障害者福祉費の需用費は、奥多摩の福祉の改定による印刷、委託料は身体・知的障害者相談業務委託料、負担金・補助及び交付金は相談員研修会負担金をそれぞれ例年どおり同様に見込んでございます。
　78ページの重度心身障害者日帰り見学事業費は、日帰り見学を身体と精神でそれぞれ１回の計２回、開催予定で見込んでございます。

　次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費から、79ページの重度身体障害者（児）住宅設備改善等事業費にかけては、実績等により例年どおり実施する予定で見込んでございますが、在宅心身障害者福祉手当給付事業費の都制度分と町単独分で、平成22年４月から新たに肝臓機能障害が身体障がい者の認定に追加されることに伴い、手帳取得等について手当支給対象者となります若干名を見込んでございます。
　79ページの中ほどから障害者自立支援事業費でございます。報酬は障害程度区分判定審査会の委員報酬と、歳入の21ページで見込みましたゲートキーパー養成講習会講師報酬費を新たに見込み、役務費は判定審査会に必要な医師意見書の作成料とシステム回線使用料、次の委託料1,214万7,000円の主なものは、障害者通所支援事業委託料432万円は、平成19年７月から実施した事業で、青梅市と日の出町の知的障害者厚生施設へ通所する２名の方の送迎を、このうち１名の方が通う社会福祉法人日の出福祉園に、今年度も引き続き業務委託を見込んだものでございます。
　次の障害者福祉総合システム保守委託料269万1,000円と、同じく改修委託料420万円は、対象者の情報や各種手当など所得要件の確認作業を行うための福祉総合システムにかかる委託料を、80ページの障害者就労相談支援・高次脳障害相談員委託料86万4,000円は、障がい者の就労相談や事故などで脳に障害をもった方やそのご家族に対して相談に応じる経費を見込んだものでございます。

　次の使用料及び賃借料につきましても、障害者福祉総合システム使用料451万1,000円を、次の工事請負費390万円は交流スペース整備工事で福祉会館１階のふれあいの間の改修を、オストメイト設置工事は町内公共施設１か所を、それぞれ見込んだものでございます。

　次の備品購入費119万7,000円は、視覚障害者等情報支援機器３台の購入を見込んだものでございます。

　次の扶助費につきましては、障害者自立支援法に基づきます施設訓練等給付、介護給付など実績により見込額を計上しておりますが、前年度比297万7,000円を減額し6,260万6,000円とするものでございます。

　80ページ下段の障害者自立支援医療事業費の扶助費で、厚生医療給付費492万円を前年度実績により見込んだものでございます。

81ページをお願いします。

　障害者地域生活支援事業費の委託料769万6,000円の内訳は、コミュニケーション支援で手話通訳と身体介護を伴わないガイドヘルパーの委託料を見込み、地域活動センター事業費746万8,000円は地域活動センターカモンミールの委託料で、シルバー人材センターの１階で知的・身体・精神の障害を持つ方たちが創作活動、生活活動や社会との交流促進を目的として実施しているもので、特定非営利活動法人タンポポの会へ引き続き委託を予定しております。

　次の扶助費361万1,000円は、日常生活用具給付費、更生訓練給付費、タクシー乗車料金等扶助費などを前年度実績により見込んでおりますが、タクシー乗車料金補助事業費では精神障害者保健福祉手当の交付を受けている方を新たに対象といたしました。平成21年度からタクシー券かガソリン券かを選択できるように要綱を改正し実施しております。

　次の重度身体障害者等緊急通報システム事業費と、次の身体障害者福祉電話運営費補助事業費は、例年どおり見込んでございます。
　次の福祉会館費は、指定管理者の指定を受けている町社会福祉協議会への福祉会館の維持管理費の委託料でございます。
　82ページの児童福祉総務費の前年度比907万6,000円の増額は、84ページの少子化対策事業費が主なものでございます。

　児童福祉総務費は職員３名分の人件費でございます。
　83ページをお願いいたします。

　児童福祉費の前年度比242万9,000円の減額は、昨年度、作成した次世代育成支援行動計画の後期実施計画策定委託料が策定完了によるものが主なもので、その他は例年どおり見込んでございます。

　次のひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費は、前年どおり見込んでございます。
　次のひとり親家庭医療費助成事業費は、扶助費の医療費を実績により見込んでございます。
　次の乳幼児医療費助成事業費の前年度比158万9,000円の減額は、扶助費の医療費を実績により見込んでおります。

　84ページの子ども医療費助成事業費の前年度比10万9,000円の減額は、審査支払事務委託料と扶助費の医療費を実績によりそれぞれ見込んでございます。

　84ページの下段から85ページにかけては少子化対策事業費でございます。奥多摩町子ども子育て支援事業助成金等交付金交付要項に基づきまして実施している事業でございます。

　少子化対策事業費の前年度比1,305万1,000円増額の主なものは、新たに支援事業に給食費助成事業費と入学進学支援事業費を追加し、従来の事業の充実に伴うものでございます。

　需用費の80万5,000円は、町の少子化対策をＰＲするためのリーフレットの印刷製本費を見込んでございます。

　負担金・補助及び交付金2,913万7,000円は、少子化対策補助金といたしまして12の事業を計上してございます。

説明欄の上から、インフルエンザ予防接種事業費96万円は満１歳から18歳までを対象に助成するもので、町内医療機関で受けた予防接種１人１回2,000円を限度に助成するものでございます。

ファミリーサポートセンター利用助成事業費112万円は、満１歳から小学４年生までの子どもを対象として、登録している住民の方の協力員が保育園等の送迎等を家族に代わって行なうという事業で、ご利用をご希望する保護者に利用券10枚を助成するというものでございます。

保育園保育料助成事業費1,063万6,000円は、すべての２子目以降の保育料を助成するもので、実績により計上してございます。

学童保育育成料助成事業費45万円は、学童保育を利用している全ての多子家庭の２子目以降の育成料を、ひとり親家庭で１子目以降を助成するもので、実績により見込んでおります。

多子家庭世帯等高校生通学援助事業費の前年度比228万7,000円増の320万円は、昨年度までは18歳までの子どもが３人以上いる多子家庭の高校生を対象とし、通学定期代を１年間の半額を助成しておりましたが、来年度から多子家庭の子どもの通学定期代を全額助成、子どもが２人いる世帯の通学定期代２分の１の額を助成するものでございます。

ひとり親・多子家庭ごみ手数料支援事業費29万4,000円と、ひとり親・多子家庭水道料金一部支援事業費62万4,000円は、対象者がひとり親家庭及び多子家庭である世帯の保護者に対する１年間のごみ手数料及び１年間の水道料金の基本料相当額をそれぞれ助成するものでございます。

85ページ上段の公共交通不通時支援事業費21万8,000円は、高校生本人が通学時にバスや電車が不通になった場合、タクシー等で通学するための支援を行なうものでございます。

産後健康診査充実事業費10万円は、産後検診診査及び乳幼児１か月検診経費を助成するものでございます。

ヒブワクチン予防接種事業費40万2,000円は、21年12月補正で対応承認いただきました事業で０歳から５歳までを対象に助成するもので、町内医療機関で受けた予防接種費１人１回3,000円の１人４回までを限度に助成するものでございます。

給食費助成事業費673万3,000円は新規事業で、対象者は小中学生の属する世帯の保護者に給食費を半額助成するものでございます。

入学進学支援助成事業費440万円は新規事業で、対象者は小学校、中学校、高等学校に入学する児童生徒の属する世帯の保護者に小学校入学２万円、中学校入学４万円、高等学校入学５万円を助成するものでございます。

85ページ上段の乳幼児医療費町単独助成事業費42万5,000円は、義務教育就学前の乳幼児を対象とする町単独医療助成事業費を実績により見込んでおります。

　次の子ども医療費町単独助成事業費49万2,000円は、義務教育就学期の児童を対象とする町単独医療助成事業を実績により見込んでございます。

　次の児童措置費は前年度比１億3,642万9,000円の増額は、児童手当費が主なものでございます。

　保育所措置費は前年度比1,146万9,000円減の１億9,337万8,000円減は、説明欄のとおり130人分の措置費を見込んでおります。措置児童の減と年齢構成が変わることによるものでございます。

　86ページの児童手当費の前年度比１億4,827万円の増額は、子ども手当の創設によるものが主なもので、子ども手当については平成22年度予算における子ども手当等の取扱について、平成21年12月23日、４大臣合意に基づき、平成22年度政府予算案に所要額を計上しており、平成22年度分の支給のための所要の法律案を平成22年通常国会に提出しております。政府予算案では22年度は暫定的に子ども手当と児童手当を並給する事となり、経費負担については新たに導入される子ども手当は全額国負担とされました。新たな地方負担は生じていませんが、これまで地方が児童手当として負担している額はそのまま地方が負担することとなります。平成23年度の経費負担のあり方につきましては、国の23年度予算編成過程において検討を行い結論を得る、としています。

支給概要ですが、次世代の社会をになう子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、中学校終了までの児童を対象に１人につき月額１万3,000円を支給するもので、所得制限は設けない、支給事務の主体は市町村とする。支払月は６月・10月・２月とする。子ども手当の一部として児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児童手当分については児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、それ以外の費用につきましては全額国が負担するとしております。

この子ども手当扶助費分１億5,782万円を見込んだものでございます。児童手当分につきましては、実績により見込んでございます。

次の児童育成手当は実績によるものでございます。
86ページ下段の放課後児童健全育成事業費は、学童保育の事業費を例年どおり見込んでおります。

87ページをお願いします。

子ども家庭支援センター事業費518万6,000円の増額は、平成21年６月補正対応で承認いただきました地域活性化・経済危機対策臨時交付金に係る児童福祉施設整備に伴う、３か月分の燃料費及び光熱水費と外構工事を見込んだもので、センターの運営につきましては実績により見込んでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　国民年金総務費1,045万8,000円、これは職員１名分の人件費でございます。

　次の89ページをお開きください。

　国民年金費10万3,000円、これは負担金の国民年金協議会費6,000円がなくなったため、その他、前年度と同様でございます。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に、衛生費でございます。
　保健衛生総務費の前年度比543万3,000円の増額は、保健衛生総務費と古里診療所が主なものでございます。保健衛生総務費は事務職員２人、保健師２人、管理栄養士１人の職員５名分の人件費などが主なものでございますが、90ページ委託料の難病医療相談員委託料132万6,000円を見込んだものでございます。

　90ページの休日急病診療事業費と休日歯科応急診療事業費は、例年実施している事業でございます。

　次の古里診療所事業費の前年度比159万7,000円の増額は、91ページ上段の使用料及び賃借料で、医療機器の更新に伴う増を見込んだものでございます。

　91ページの保健福祉センター管理費は、実績により見込んでございます。

　次の古里歯科診療所事業費は、例年どおり見込んでございます。
○住民課長（浜野　武雄君）　92ページをご覧ください。

　犬の登録と予防接種事業費、これは前年どおりでございます。
○福祉保健課長（大野　　尚君）　次に、予防費の前年度比677万円の増は、93ページの感染症予防対策事業費で95ページの遠隔予防医療相談事業費が主なものでございます。

　92ページ中ほどの健康づくり推進事業費の前年度比190万6,000円の減は、21年度当初健康づくり推進事業の中に計上していた、慶応義塾大学と共同事業遠隔予防医療相談事業に関連する自己採血キット等の消耗品及び通信費等を、95ページの遠隔予防医療相談事業費へ計上したことによるもので、保健推進活動事業補助金等の事業等は例年どおり見込んでおります。

　93ページをお願いします。

　へき地専門医療確保事業費は、眼科、耳鼻科検診を年２回予定し見込んでおります。
　次の感染予防対策事業費159万1,000円の増額は、高齢者の死因として割合の高い肺炎を予防するため、その効果が高いことが実証されている肺炎球菌ワクチンの接種に対する助成を、65歳以上の方を対象に新たに見込んでございます。その他の予防接種は例年どおり見込んでございます。

　次の結核予防対策事業費は、需用費を実績により見込んでございます。
　94ページの予防接種健康被害調査委員会費と西多摩医師会保健衛生協力事業費は、例年どおり見込んでございます。

　次の健康増進法保健事業費は、各種がん検診等の委託料が主なもので、例年どおり見込んでおります。
　95ページをお願いします。

　女性特有のがん検診推進事業費163万円は、平成21年９月補正対応で承認されました新たな事業で、今年度も特定の年齢に達した女性に対し子宮頸がん及び乳がんに関する健康手帳の交付や、検診費用が無料となるがん検診無料クーポンを送付するもので、がん検診の受診率向上に努めてまいります。

　骨粗しょう症予防対策事業費は、実績により見込んでございます。
　次の遠隔予防医療相談事業費484万3,000円は、平成20年度に慶応義塾大学との共同事業としてスタートした地域コミュニティ型予防医療事業、いわゆるテレビ電話相談事業を拡大し実施するものでございます。内容でございますが、高齢化率が高く通院に不便な地域等の生活館等に遠隔予防医療相談端末機と健康管理端末機を設置し、医師や健康相談員等と地域の住民が遠隔で病気予防、健康増進の相談を高度なＩＣＴをもちいて定期的に行なうものでございます。

　次の母子保健事業費の前年度比43万6,000円の増は96ページの妊婦健康診査事業費で、昨年度まで少子化対策事業費の当初予算に計上し、町の独自事業で計上していましたが、21年度から都の補助対象事業となったことから、母子保健事業へ計上してございます。

　96ページの１歳６か月児健診事業費から98ページ下段の乳幼児離乳食講習事業費にかけましては、例年実施しているとおりでございますが、97ページ下段の５歳児健診事業費を新たに見込んでございます。内容でございますが、就学時前の１年間にある幼児を対象に、専門医による集団健診を実施し、対象者全員の健康状態、成長・発達の確認及び必要な保健指導を行ないます。また、支援を要する幼児に対しましては、通学前に必要な支援を実施すると共に、必要時に専門医の紹介等につなぎ、さらに必要に応じて教育課と連携して図ってまいります。母子保健事業では各種健診、母子学級、歯科検診、離乳食講習会など事業の充実に努めてまいります。
　保健福祉課は以上でございます。
○住民課長（浜野　武雄君）　98ページの下段をご覧ください。

　環境衛生費、全体で2,162万8,000円計上し、前年度比較で282万8,000円を減額するものです。主な理由は合併処理浄化槽設置補助金が、下水道の区域認定により補助事業が廃止となるためでございます。

99ページをお開きください。

環境衛生総務費1,573万4,000円で、前年度比７万9,000円を増額するものです。これは職員１名分の人件費と備品購入費の蜂駆除用防護服の購入で、その他内容は前年度並となっております。

100ページをご覧ください。

公害対策事業費は41万5,000円で、全年度並の計上でございます。

生活廃水対策事業費は547万9,000円とするものです。前年度との比較で290万5,000円を減額するもので、主な理由は下段から次のページにかかる委託料の雑排水路直接浄化施設管理委託料60万5,000円と、負担金・補助及び交付金の合併処理浄化槽設置事業費補助金222万円の減額によるものでございます。

101ページをご覧ください。

清掃総務費は3,503万8,000円で861万8,000円の減額は、クリーンセンター職員の１名減員による減額が主な理由でございます。

塵芥処理費でございますが、ごみ処理事業費１億652万7,000円で1,152万3,000円を増額するものでございます。この増減の主なものですが、需用費は1,990万6,000円で142万4,000円の減額となりますが、これは燃料費、光熱水費の減額によるものが主なものでございます。

次のページの13委託料8,127万3,000円は1,157万1,000円の増額となっております。主な理由ですが、一般廃棄物処理基本計画作成業務委託493万5,000円。これは今後の一般廃棄物処理等の向こう10年間の計画を策定するものでございます。また、鉄くず等の運搬処理委託料が価格低迷により119万6,000円の増、シルバー人材センターへのごみ処理作業委託料228万円、ＰＣＢ廃棄処理関係費59万6,000円の増額が主なものでございます。

次の104ページの18備品購入費につきましては293万7,000円、前年度比125万6,000円の増額となっております。これはクリーンセンターの軽トラックの購入のための増額となったものでございます。

し尿処理費、し尿処理事業費、7,393万3,000円を計上し前年度比1,008万2,000円の大幅な減額となっております。主な理由といたしまして、13委託料のし尿処理委託料179万9,000円の減額と、19負担金・補助及び交付金の秋川衛生組合に765万円と浄化槽汚泥清掃費軽減措置補助金51万円の減額によるもので、事業内容は前年度と同様でございます。

清掃費全体では２億1,549万8,000円717万7,000円の減額見込みで計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の病院費のうち01病院事業費１億500万円は、病院会計への補助金と出資金でございます。

　次の水道事業費は、都営一元化により廃目となります。
○委員長（小林　　勤君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。よって、３時55分から再開といたします。

午後３時44分　休憩

午後３時55分　再開

○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き予算特別委員会を再開します。
　議案第23号　一般会計予算、歳出の款06農林水産業費の説明から行います。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　106ページをお願いいたします。

　農林水産業費の農業委員会費でございますが、前年度比34万円の増額につきましては人件費分によるものです。

　107ページをお願いいたします。

　国有農地管理費でございますが、前年度比１万3,000円の増額につきましては内示によるものでございます。

　失礼いたしました。106ページにお戻りください。

　給料、一般職給とありますが、一般職員２名分の記載をお願いしたいと思います。
　それと、その下の職員手当等、12の一般職期末勤勉手当に２名分、同じくその下の14の退職手当組合負担金職員２名分、その下の共済費共済組合負担金職員２名分、以上４か所に２名分の落ちがありますのでよろしくお願いいたします。

　それでは107ページをお願いいたします。

　国有農地管理費でございますが、前年度比１万3,000円の増額につきましては内示によるものでございます。

　次のページの農産物有害鳥獣対策事業でございますが、前年度比75万2,000円の減額となります。新たに備品購入費を設け、サル捕獲用の檻１基の購入を予定する他は、ワサビ田防護ネットの補助メートル数を500ｍ増やすことにより減額となるものでございます。

○水道課長（加藤　桂三君）　次に、簡易給水施設管理費ですが、対前年度比588万7,000円増の1,072万5,000円を計上しております。主に13委託料の増で、次のページの簡易給水施設にかかる基礎調査委託料として600万円計上しております。内容ですが、都営水道一元化の対象外施設である５地区の簡易給水施設について、都営水道への移管にかかるための検討作業を行なうものであります。そのほかはほぼ前年度と同額です。

○観光産業課長（加藤　博士君）　109ページ、農業振興総務費でございますが、前年度比105万2,000円の増額となります。増額の理由でございますが、丹三郎直売所の冬季間の開設支援として、新たに賃金と備品購入費を設け、また、新たな特産品として昔、町内で栽培していたジャガイモの治助をブランド化していくための原材料費を設けるものでございます。

　次の畜産事業費と山村地域農林業振興事業費でございますが、ともに前年度と同額の計上でございます。
　次の町農林業等振興事業費でございますが、前年度比453万円の減額となります。丹三郎直売所生産者組織に関する賃金や備品購入費などが農業振興総務費に移行したことや、一時養鹿施設の工事請負費の減額が主な理由となります。

　111ページをお願いいたします。

　山村振興事業費でございますが、前年度比323万6,000円を減額するもので、体験農園の整備工事費と原材料費の減によるものが主な理由です。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、農地費の農道維持管理費、対前年度比800万円の減で59万円の計上でございますが、これは町単独土地改良事業費が廃目となったほかは通常の維持管理の計上となっております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　113ページをお願いします。

　林業総務費は33万7,000円増の1億915万2,000円の計上でございます。02給料から19の負担金・補助及び交付金は昨年同様の計上でございますが、職員の数のところで誤りがございまして、３名分と記載されておりますが５名分の誤りでございます。

　なお、給料から共済費の部分についても５名分ということで間違いでございますので訂正をお願いいたします。
　114ページの都民の森管理運営事業特別会計繰出事業費でございますが、前年度比９万3,000円を減額するもので、都よりの提示額となります。

　次の林業振興総務費と林業構造改善事業費でございますが、共に前年と同額の計上でございます。
115ページをお願いいたします。

森林保全・活用総務費でございますが、前年度比126万5,000円の減額となります。森林保安員賃金の減額によるものですが、モノレール保守点検のオーバーホールを修繕費に移行、備品としてチェーンソーを新たに購入するため12万9,000円の計上を行なっております。

次に、多摩の森林再生事業費でございますが、1,373万3,000円を増額するもので、都より提示された金額でございます。森林間伐作業委託料の増額が主な理由です。

次に、松くい虫駆除対策事業費でございますが、前年度比47万6,000円を減額するもので、実施面積の減に伴うものでございます。

次に、シカ被害対策事業費でございますが、17万2,000円を減額するもので、賃金単価の減額によるものでございます。

117ページをお願いします。

　花粉症発生源対策事業費でございますが、前年度比2,944万5,000円の減額となります。都よりの提示金額によるもので、花粉症対策作業委託料の減額によるものです。

　次の森林セラピー事業費でございますが、昨年グランドオープンした森林セラピー事業を本格的に推進するため、新たに項目を新設するものです。森林セラピーを推進する事務局の職員賃金３名分、事務所整備のための工事費や備品購入費、旅行業資格登録にかかる負担金など必要経費を計上するものでございます。
　119ページをお願いします。

　森林地域環境整備事業費につきましては、廃目でございます。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に林道治山費、対前年度比7,242万5,000円増の１億2,486万4,000円の計上でございます。林道維持管理費につきましては、昨年同様のでございます。

次のページの都補助林道開設事業費6,800万1,000円の計上につきましては、棚沢西川線林道開設工事に伴います測量委託及び開設工事が主なもので、補助率10分の10でございます。この西川線林道の計画につきましては、現在、西川線林道の終点が大根の山の神のところまでできておりまして、そこを起点としまして棚沢、峰の集落を通過し、布滝が見える付近までの延長約1,500ｍを計画しております。３か年での完成を考えております。

次に、都補助林道改良（舗装）事業費対前年度比2,510万円の増の5,157万6,000円の計上につきましては、熊沢線林道の舗装計画が３か年の１年目を予定しております。また、君平線林道の改良工事も予定をしております。

次に、治山事業費及び都営事業負担金につきましては、昨年同様の計上でございます。
○観光産業課長（加藤　博士君）　121ページをお願いします。

　水産業総務費でございますが、前年度比68万2,000円の減額となります。大丹波養魚池の整備工事費の減と人件費分によるものでございます。

　申しわけございません。水産業総務費で、給料と職員手当等の一般職期末勤勉手当、退職手当組合負担金、その下の共済費の共済組合負担金の後に１名分という追加をお願いします。訂正をお願いします。
　122ページの町単独内水面漁業振興対策事業費でございますが、平石養魚池の整備にかかる委託料と工事請負費を新しく設けるものでございます。

　次に、商工費の消費者行政事業費でございますが、前年度と同額計上でございます。
　次の商工振興費でございますが、前年度比26万7,000円を減額するもので、青梅商工会議所分担金20万円の増額で、これは昭和60年以来、増額していなかったため行うもので、青梅・奥多摩観光ＰＲ事業補助の減が理由となります。

　次の小口事業資金融資事業費でございますが、前年度比30万円を減額するもので、都商工業施設改善資金利子助成金事業が終了したことによるものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、123ページをお願いします。

　若者住宅利子補給事業費の対前年度比720万円増の1,000万円につきましては、説明欄にございます応援補助に伴いまして、利子補給の増を見込んだもので計上しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　123ページ、07商工費でございます。

124ページの観光総務費でございますが、前年度比16万6,000円を減額するものです。

なお、02の給料、一般職給の後、それと職員手当等の一般職期末勤勉手当の後ろ、退職手当組合負担金（職員）の後ろ、それと共済費の共済組合負担金（職員）の後ろに、３名分という記載がございませんので訂正をお願いいたします。

　需用費の印刷製本費で釣場パンフレットを新たに印刷するため110万3,000円を増額するものの、人件費が減となったことにより16万6,000円の減額となります。

　次の大多摩観光事業費でございますが、前年度と同額で計上するものでございます。
　125ページをお願いします。

　町ふれあい広場事業費でございますが、前年度と同額の計上費でございます。
　次の山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費でございますが、149万9,000円を増額するもので、都よりの提示額でございます。

　次の観光施設等整備基金費でございますが、前年度比1,443万1,000円の増額となります。これは観光施設使用料のうち、観光施設等整備基金費分と公共施設整備基金分を積立することによるものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　出生記念樹木配布事業費５万6,000円については、ミツバツツジ等をお配りするものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の花の里づくり事業費でございますが、前年度比170万円の減額となります。これはフラワーバンク事業の球根管理委託料として30万円増額するものの、現在、予定されている事業補助金が減となったことによるものです。

　次のページの日照確保対策事業費でございますが、前年度と同額計上でございます。
　次の観光施設維持管理費でございますが、前年度比183万3,000円減額するもので、需用費の修繕費の減が主なものです。

　128ページをお願いします。

　観光施設整備事業費でございますが、前年度比1,673万6,000円を増額するもので、もえぎの湯の木質バイオマスボイラー導入に向けての設計等の委託料、鳩の巣荘利用計画に関する委託料、小型水力発電を利用したトイレ設置工事、小丹波駐車場トイレの下水道接続、施設改修工事などを予定しているものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款08土木費になります。

　土木総務費は対前年度比420万8,000円増の１億2,738万1,000円と計上を見込んでおります。

　129ページをお願いいたします。

　土木総務費、02給料から18備品購入費までは、昨年同様の計上でございます。

　次に、19負担金・補助及び交付金につきましては、説明欄の最下段に記載の急傾斜地崩壊地復旧工事負担金220万円を計上しておりますが、これは大沢地内の生活館上部の急傾斜地崩壊防止工事に伴う町負担金で、100分の５を計上しております。

　なお、給料の一般職給の７名分、それから職員手当の一般職期末勤勉手当の後ろに７名分、それから14の退職手当組合負担金（職員）の後ろに７名分、それから共済費の共済組合負担金（職員）の後ろに７名分が記載漏れでございますので、記載をよろしくお願いいたします。

　次に、130ページをお願いいたします。

　次の奥多摩周遊道路管理費1,846万2,000円の計上で、道路管理委託料で維持管理を奥多摩湖愛護会へ委託しております。

　次の登記事務費につきましては、昨年同様の計上でございます。
　次に、法定外公共物等譲与事業費は前年度比107万1,000円減の268万6,000円を計上しております。

　131ページをお願いいたします。

　次に、道路台帳整備事業費及び国土法土地取引事務経費につきましては、昨年同様の計上でございます。
　次に、地籍調査事業につきましては対前年度比343万9,000円増の3,016万9,000円の計上を見込んでおります。新年度につきましては川井地区で、小丹波の境まで完了する見込みでございます。13の委託料以外は昨年同様の計上を見込んでおります。

　次のページをお願いいたします。
　次に、道路維持管理費は対前年度比600万円増の3,395万8,000円を計上しております。道路維持管理費の600万円の増につきましては、緊急雇用創出事業臨時特例補助により、委託料で町道の清掃を見込んでいるほか、町道の維持管理費の増を見込んでおります。その他は昨年同様の計上でございます。

　133ページをお願いいたします。

　都補助道路新設改良事業費は、対前年度比6,560万円増の２億8,930万円を計上しております。13の委託料で新規に３件、設計委託を見込んでおります。

１件目につきましては白丸・丸の内線で、これは白丸生活館下の棚の沢橋から白丸グリーンウッド、デイサービス森の時計の先へ通じる町道を申請する計画で、白丸林道が１本でありますのでその迂回路として計画をしております。２件目につきましては大丹波・八桑北線で、町道認定をしていただきました路線を計画しております。３件目は中夏地中線で、棚沢福祉集会所から熊沢神社に通じる町道で、道路の崩壊の危険があるため、改修を予定しております。その他は昨年同様の計上となっております。
次に、町単独道路新設改良事業費、前年度比2,210万円増の2,700万円の計上をしております。内容につきましては説明欄の５路線の改良工事を計画しております。

次のページをお願いいたします。
橋梁維持費につきましては、橋梁長寿命化修繕計画策定業務が主なものでございます。
次の町単独橋梁新設改良事業費は、北氷川橋ほかの塗装工事を計画しております。
次の河川総務費につきましては、昨年同様の計上でございます。
次の河川改良費は峰谷川の改良工事で、台風９号による護岸の復旧工事を計画しております。
135ページをお願いいたします。

住宅管理費は対前年度比336万1,000円増の1,858万3,000円を計上しております。02の給料から04の共済費は職員１名分を見込んでおります。先ほどの職員給料の後ろ、それから職員手当の14退職手当負担金の職員の後ろに１名分、それから期末手当の期末勤勉手当の後ろに１名分、共済費の組合負担金職員の後ろに１名分と、追加で訂正をお願いいたします。

次に、07賃金につきましては新規の計上でございまして、日向住宅及び栃久保住宅の立木の剪定費を見込んでおります。

11の需用費、13の委託料は、海沢若者住宅分が増になったための計上でございます。

次のページをお願いいたします。
14の使用料及び賃借料は昨年同様の計上で、15の工事請負費200万円の計上につきましては、日向住宅の地上波デジタル放送対応設備工事を新規に見込みました。

次の住宅建設事業費は、宅地分譲業務及び空家活用業務委託料を見込んでおりまして、167万2,000円を計上いたしております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　137ページをご覧ください。

　公共下水道費のうち01下水道事業特別会計繰出事業費３億4,130万6,000円は、下水道会計への繰出金でございます。

○総務課長（武内　新三君）　款09消防費の常備消防費は１億3,054万4,000円で、東京都への常備消防事務委託費でございます。前年度実績で計上しております。

　次のページをお願いいたします。非常備消防総務費は967万3,000円で、消防団事務局の人件費、各団体への補助金等経常経費の計上でございます。

　ここで大変申しわけございませんが訂正をお願いしたいと思います。
　節02給料の説明欄、職員５名分を職員１名分に、節03職員手当等の説明欄、期末勤勉手当、退職手当組合負担金の職員５名分を職員１名分に、節04共済費の説明欄、職員５名分を職員１名分に訂正をお願いいたします。

　次に、消防団費は4,026万9,000円で、消防団運営の経常経費の計上でございます。

　140ページをお願いいたします。

　消防施設維持管理費は577万9,000円で、防災無線等の維持管理経費の計上でございます。

　度々申しわけございません。説明欄の訂正をお願いしたいと思います。
　19負担金・補助及び交付金の説明欄で、防災行政無線電波利用負担金３万9,000円と表示されておりますが、予算書は1,000円単位の表示となりますので39に、その下の100万円を1,000に訂正していただきまして、説明欄の消化栓の化を火に訂正をお願いしたいと思います。誠に申しわけございません。

　次のページをお願いいたします。
　国庫補助消防施設整備事業費は1,700万円の計上でございます。分団からの要望によりまして、長畑、境地内に各１基、耐震性貯水槽を建設するものでございます。

　町単独消防施設整備事業費は1,590万円の計上でございます。小型動力ポンプ付積載車、小型動力ポンプ、消防団指揮車の更新を予定しております。

　防災費は1,342万1,000円の計上でございますが、13委託料では家具転倒防止器具助成業務委託は継続事業の２年目となります。

　地域防災計画修正業務委託は、平成16年に策定した計画の全般を見直し、また、土砂災害防止法に基づく警戒区域等を明らかにし、この業務委託と併せ土砂災害発生時の避難場所、避難経路を明らかにしたハザードマップを作成し、全戸配布を予定しております。

　15工事請負費では、ヘリサイン整備工事として消防署からの要請によりまして消防ヘリ等の災害発生時の出動に備え、古里・氷川小学校、旧日原・旧小河内小学校４か所の屋上に、上空から位置確認ができるよう施設名称を表示するものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費となります。項の１教育総務費です。

　教育委員会費ですが、170万9,000円の計上は教育委員会議に要する費用でございます。

　次に事務局費でございますが、全体では前年度比119万9,000円の減額となります。内訳でございますが、143ページをお願いします。事務局費5,742万6,000円につきましては人件費が主なものでございます。

　ここで記載の追加をお願いします。
　給料の一般職給に職員５名分を、03職員手当等の12一般職期末勤勉手当、14の退職手当組合負担金（職員）、04共済費の共済組合負担金（職員）に、それぞれ職員５名分を、追加記載をお願いいたします。

　次に、144ページをお願いいたします。

　教育文化振興基金費43万6,000円は、教育文化振興基金の積立金でございます。

　次に、教育指導費でございますが、前年度比271万1,000円の減額となります。内訳でございますが、教育指導費が256万9,000円の減額となります。これは報酬の校医等報酬が21年度は補正予算で計上させていただきました、学校薬剤師報酬分を計上させていただいたことにより62万9,000円の増額、145ページをお願います。使用料及び賃借料のコンピュータ使用料が21年度のＩＣＴ補助事業でパソコンを購入したことにより、対前年度比428万5,000円の減額が主な理由でございます。

　次の職員研修事業費20万円、次のページの私立幼稚園等保護者負担軽減事業費15万6,000円につきましては見込額を、教員住宅費の教員住宅管理費につきましては前年度と同額を計上してございます。

　次に、項の２小学校費となります。
　まず、学校管理費でございますが、前年度比35万円の増額となります。内訳ですが、小学校管理費の2,034万7,000円。148ページをお願いします。古里小学校管理費の737万9,000円。149ページをお願いします。氷川小学校管理費の644万3,000円につきましては、それぞれ学校施設の施設管理経費でございます。

　次に、教育振興費でございますが、前年度比５万7,000円の増額となります。内訳でございますが、150ページの小学校教育振興費25万3,000円の増額につきましては、委託料に全国学力学習状況調査委託料の10万2,000円を計上させていただくものです。これは平成21年度までは全国学力学習状況調査が、小学校６年生及び中学校３年生について全国すべての学校で実施されておりましたが、22年度からは抽出校のみ実施されることになりました。22年度の抽出校には町の４校は抽出されておりません。ただ、希望すればその問題は配布していただけるということですので、町の学力をはかる指針として調査を実施いたします。ただ、その採点・分析等は町で実施しなければならないため、その作業を業者委託に出すための費用となります。
　また、負担金・補助及び交付金の遠距離通学費補助は、ＪＲ通学児童の増加により増額となっております。
　151ページをお願いします。

　準要保護等児童就学援助事業費22万2,000円、準要保護児童給食費補助事業費38万6,000円につきましては、前年と同額を計上しております。

　次に、古里小学校教育振興事業費でございますが、32万3,000円の減額につきましては、学習指導要領変更に伴う消耗品購入の減額、負担金・補助及び交付金のうち遠足交通費補助金が目的地変更のため減額となっております。

　次の氷川小学校教育振興事業費でございますが、前年度比12万7,000円の増額につきましては、やはり学習指導要領変更に伴う消耗品費等の増額が主なものでございます。

　152ページをお願いいたします。

　小学校建設事業費でございますが、前年度比1,367万9,000円の減額となります。21年度は古里小学校プール改良工事と屋根工事等を実施いたしましたが、本年度は氷川小学校プール改修工事、古里・氷川小学校の放送設備改良工事を計上してございます。また、前年度に予算計上したものの施工できなかった古里小学校排水設備等接続工事も計上させていただいております。

　次に、項の３中学校費となります。
　まず、学校管理費でございますが、前年度比147万8,000円の増額となります。内訳でございますが、中学校管理費の125万3,000円の増額につきましては153ページをお願いいたします。153ページの備品購入費で管理備品となっておりますが、古里中学校の生徒食堂を多目的に活用するための椅子、テーブル等の備品整備をするものでございます。

　154ページの古里中学校管理費の764万2,000円、氷川中学校管理費の547万4,000円につきましては、それぞれ学校施設管理の経費でございます。

　155ページをお願いします。

　教育振興費でございますが、159万8,000円の増額となります。内訳でございますが、156ページの中学校教育振興費173万6,000円の増額につきましては、委託料で小学校教育費と同様に全国学力学習状況調査の新設、負担金・補助及び交付金の遠距離通学費補助が中学校生徒にクラブ活動等で冬季に帰宅が遅くなった場合に冬季限定の通学定期券を交付すること、並びに部活動支援補助の増額が理由でございます。

次に、準要保護等生徒就学援助事業費25万8,000円、157ページの準要保護生徒給食費補助事業費29万7,000円につきましては、前年と同額を計上してございます。

次に、古里中学校教育振興事業費でございますが、前年度比54万5,000円の減額につきましては、備品購入費で学習指導要領変更に伴うものの備品購入の減、並びに特別支援学級生徒用の備品購入費の減額が主なものでございます。

氷川中学校教育振興事業費でございますが、前年度比45万2,000円の増額でございます。内容ですが158ページの備品購入費で学習指導用の備品購入、負担金・補助及び交付金では新たな取り組みとしてプロジェクトアドベンチャー体験補助を計上させていただきました。このプロジェクトアドベンチャーは、良好な人間関係をつくるための取り組みであり、グループで活動、冒険などの体験学習を行い、そこで起きたこと、やったことを通して自分の欠点や他者との関係について気付きを起こし、自己を主張する勇気と相手の意見を聞く思いやりのバランスを学び、日常活動に生かしていくという取り組みでございます。
次に、中学校建設事業費でございますが、前年度比1,684万円の増額につきましては、工事請負費で今年度、新築されてから25年が経過し、校舎内外部及び屋上防水が劣化し、その改修を行なうための古里中校舎外壁等改修工事、古里中学校排水設備接続工事、また、現在使用していないプール施設を利用し学校菜園として再活用を図るための氷川中学校菜園整備工事を計上してございます。

次に、項の４給食費となります。
給食事業費でございますが、前年度比３億4,239万7,000円の減額につきましては、学校給食センター建設事業費、備品購入費に係る予算の減額が主なものです。

159ページをお願いいたします。

その他といたしまして人件費、需用費につきましては相対的には前年度並ですが、衛生的、安全で効率性にも優れた電化方式によるドライ厨房方式により、今までの主な燃料でありました重油代が減額となり、電気料金が増額となっております。
ここで記載の追加をお願いいたします。
給料の一般職給の後に職員３名分を、同じく職員手当等の12一般職期末勤勉手当、14退職手当組合負担金、04の共済費、共済組合負担金の後に職員３名分の記載の追加をお願いいたします。

161ページをお願いいたします。項の５社会教育費となります。

　社会教育総務費でございますが、前年度比1,065万8,000円の増額となります。内訳でございますが、社会教育総務費の199万2,000円の減額につきましては、報酬が隔年で行なっております教育文化活動奨励者推薦委員会の開催の年となることから報酬の増となり、その他は人件費が主なものです。

　また、ここで追加をお願いいたします。
給料の一般職給の後に職員３名分を、162ページの職員手当等の12一般職期末勤勉手当の後、14退職手当組合負担金の後、04の共済費、共済組合負担金の後に、それぞれ職員３名分の記載の追加をお願いいたします。

163ページをお願いします。

教育文化振興費でございますが、前年度比131万5,000円の増額につきましては、隔年で実施しております中国淳安県への友好交流訪問団派遣事業の増額が主なものでございます。

164ページをお願いします。

文化会館管理費でございますが、前年度比1,133万5,000円の増額となっております。需用費で文化会館屋上の防水修繕により修繕費が増額、工事請負費で文化会館排水設備等接続工事、視聴覚室放送設備改修工事、美術工芸室改修工事、電話設備改修工事を計上させていただいたおります。視聴覚室放送設備改修工事につきましては、放送設備の操作盤の位置の移動及び改修を、美術工芸室改修工事では料理教室等の活用ができるよう可動式の調理器具の設置と水周りの改修工事を、電話設備改修工事では老朽化した電話設備の改修を行なうものでございます。

　165ページをお願いします。

青少年対策費でございますが、165万3,000円の減額となります。内容につきましては、青少年対策事業費で委託料及び備品購入費が、放課後子ども教室委託料の新設により増額となっております。この事業につきましては、従来、地域子ども教室を実施しておりましたが、この事業を拡充して地域の方が指導員、安全管理員となって子どもたちが安全で安心して過ごせる居場所づくりを行なう事業です。

また、次のページの負担金・補助及び交付金は、21年度で計上しておりました大丹波プール解体撤去に伴う補助金の減額により、258万8,000円の減額となっております。

次に、文化財保護費でございますが、21万円の減額となります。内容につきましては、文化財保護事業費でございますが、167ページをお願いいたします。委託料のうち文化財資料整備委託料の減額等がございますが、前年度とほぼ同内容で予算計上させていただいております。

負担金・補助及び交付金のうち指定文化財等整備事業補助金につきましては、21年度に引き続き小丹波熊野神社舞台解体修理、新たな補助として棚沢薬師堂床等修理、奥氷川神社獅子舞衣装等整備、海沢獅子舞道具格納庫整備を予定しております。

次に、水と緑のふれあい館事業費につきましては392万3,000円の増額となります。

ここで追加をお願いいたします。
給料の一般職給の後に職員２名分を、職員手当等の12一般職期末勤勉手当の後、14退職手当組合負担金（職員）の後、04の共済費の共済組合負担金（職員）の後に、それぞれ職員２名分の記載の追加をお願いいたします。

この内容でございますが、168ページの水と緑のふれあい館事業費、需用費のうち修繕費が老朽化による施設修繕により、委託料で館内案内業務委託料が委託内容の見直しにより、169ページをお願いします。備品購入費が庁用自動車の購入により、それぞれ増額となっております。

次に、図書館費につきましては38万1,000円の減額となります。内容につきましては、次の170ページにございます委託料のうち、図書館業務運営委託料が移動図書館の見直しにより減額するものでございます。移動図書館につきましては、現在、やまびこ号で出迎えをしておりますが、移動図書館車の老朽化等により今後は車を小型化し、リクエストを中心とした貸し出し方式で運営をしていきたいというふうに考えております。委託料のうち図書館車の運転手分の委託費が減額となることによるものでございます。

次に、美術館事業費の1,292万9,000円につきましては、せせらぎの里美術館、日原美術館等の管理運営経費でございます。

172ページをお願いいたします。

森林館事業費でございますが、1,545万5,000円の予算につきましては森林館の管理運営に要する経費でございます。

173ページをお願いいたします。項の６保健体育費となります。

保健体育総務費でございますが、前年度比245万3,000円の減額となります。内容につきましては次の174ページをお願いいたします。町民体育祭と歩く大会を隔年で実施しておりますが、22年度は歩く大会を実施することとなるため、21年度に実施いたしました町民体育祭実施による委託料のうち運営委託料、負担金・補助及び交付金のうち自治会に対する運営補助金が減額となるものでございます。

175ページをお願いいたします。

体育施設費でございますが、543万2,000円の減額となります。内訳でございますが、学校開放事業費の420万4,000円につきましては、プールを含む学校施設の開放に要する経費となります。

次の社会体育施設維持管理費でございますが、前年度比546万2,000円の減額につきましては、工事請負費が奥多摩スポーツ・コミュニティ会館の雨漏り改修工事、公有財産購入費の白丸広場用地買収費の減額が主なものでございます。

176ページをお願いいたします。

総合運動場維持管理費でございますが、内容等につきましてはほぼ前年並みの予算を計上させていただきました。
以上で教育費の歳出予算についての説明を終わります。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、177ページをお願いいたします。

　農業用施設災害復旧費、町単独農業用施設災害復旧事業費、それから林道施設災害復旧費、款の11災害復旧費、02の河川災害復旧費は、それぞれ科目の措置でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次のページをご覧ください。
　公債費のうち01長期債元金償還費４億248万円、次の01長期債利子償還費4,369万1,000円、次の02一時借入金利子50万円は、見込額を計上しております。

　次の01土地開発基金費１万7,000円は、基金利子及び運用収入を繰り出すものでございます。

　次の予備費は1,058万円を計上しております。

　最後の187ページをご覧ください。町債の見込みに関する調書でございます。

　区分の右側前々年度末現在高は合計33億8,387万7,000円、その隣の前年度末現在高見込額は合計31億3,624万円、当該年度中増減見込額の当該年度中起債見込額は合計２億円、当該年度中元金償還見込額は４億248万円、当該年度末現在高見込額は29億3,376万円でございます。

　以上で平成22年度一般会計予算の説明を終わります。

○委員長（小林　　勤君）　以上で議案第23号の説明は終わりました。

お諮りをいたします。本日の会議はこれまでとし、議案第24号からの議案説明については明日３月17日としたいと思いますが、ご異議ございませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。
　なお、明日、午前10時より予算特別委員会を再開いたします。

　本日はこれにて散会とします。
　長時間、大変ご苦労さまでした。
午後４時45分　散会
　奥多摩町議会委員会条例第26条の規定により、ここに署名する。

　　　　予算特別委員会委員長
